
（新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症への罹患によるものを除く） 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目
青梅署14次防目標値→ 362 358 354 350 347

件以内

件 件 目標内

％ ％

月別目標及び実績 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
（1年目）実績（月別確定値）→ 31 (36)67 (29)96 (27)123 (33)156 (32)188 (38)226 (31)257 (28)285 (27)312 (25)337 (25)362

前年実績（月別確定値）→ 34 (33)67 (30)97 (26)123 (25)148 (23)171 (28)199 (26)225 (32)257 (37)294 (38)332 (34)366 2023 135,371 (755) 11,394 (46)

署14次防（1年目）目標値（月別）→ 31 61 92 122 153 183 214 244 275 305 336 362 2022 132,355 (774) 10,802 (55)

31 36 29 27 33 32 38 31 28 27 25 25 増減率 2.3 -2.5 5.5 -16.4

青梅労働基準監督署
  

木造家屋
建築工事

業

＊
警備業

84 40 17 18 4 5 51 40 5 58 41 45 28 30 21 14 1 25 1 3 10 362
73 28 12 13 2 3 51 45 4 57 41 65 43 30 22 13 5 30 0 5 15 366

増減率(％) 15.1 42.9 41.7 38.5 100.0 66.7 0.0 -11.1 25.0 1.8 0.0 -30.8 -34.9 0.0 -4.5 7.7 -80.0 -16.7 100.0 -40.0 -33.3 -1.1 

23.2% 11.0% 4.7% 5.0% 1.1% 1.4% 14.1% 11.0% 1.4% 16.0% 11.3% 12.4% 7.7% 8.3% 5.8% 3.9% 0.3% 6.9% 0.3% 0.8% 2.8% 100.0%

19.9% 7.7% 3.3% 3.6% 0.5% 0.8% 13.9% 12.3% 1.1% 15.6% 11.2% 17.8% 11.7% 8.2% 6.0% 3.6% 1.4% 8.2% 0.0% 1.4% 4.1% 100.0%

（注１） （注２）データは労働者死傷病報告による死亡及び休業４日以上の災害。
下段は前年確定値

2023 2024 3

青梅労働基準監督署
  

木造家屋
建築工事

業

＊
警備業

1 1 1 2
1 2 3

全業種中の割合 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

（注）
下段は前年確定値

その１ 署別・業種別

清掃と畜
業

製造業 建設業
接客娯楽

業
社会福祉

施設

全国

上記表の上段は令和5年確定値

その１ 署別・業種別

＊
ビルメン

業

社会福祉
施設

全業種中の割合

令和5年 死傷災害発生状況 （確定値）

 その他
の三次産

業

件

-1.1 -33.3増減率(％)増減率(％)

東京 (　)内
は死亡
者数

運輸交通
業

貨物取扱
業

商業

達成率(死傷)
（確定値）

362件/362件
(0%)

達成率(死亡)
（確定値）

2件/0件
(200%)

366 3

保健衛生
業

接客娯楽
業

清掃と畜
業

＊
飲食店

＊
金融業

＊
その他の
建設業

＊
道路貨物
運送業

前年

令和5年 死亡災害発生状況  （確定値)

超過

署計

青梅

製造業 建設業
その他
(一次産

業)

＊
土木工事

業

＊
建築工事

業

その他の
三次産業

＊
小売業

前年

青梅署14次防（1年目）目標値

362
災害発生状況（確定値） 災害発生状況（確定値）死亡

2 0死亡

死傷（４日以上）
件以内

-1.09% )(  (前年比)

死傷

令和5年青梅署管内労働災害発生状況

362 件

署計＊
飲食店

＊
ビルメン

業

＊
金融業

その他
（鉱業、
農林業、
畜産・

水産業）

保健衛生
業

＊
小売業

運輸交通
業

貨物取扱
業

商業

上記表の上段は令和5年確定値
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＊
土木工事

業

＊
建築工事

業

＊
その他の
建設業

＊
道路貨物
運送業



青梅労働基準監督署
  

木造家屋
建築工事

業

＊
警備業

13 11 4 4 3 12 11 2 7 6 5 3 4 1 2 2 58
6 4 2 1 1 1 10 10 2 10 4 6 3 4 2 2 2 1 6 51

増減率(％) 116.7 175.0 100.0 300.0 -100.0 200.0 20.0 10.0 0.0 -30.0 50.0 -16.7 0.0 0.0 -50.0 -100.0 -100.0 100.0 - - -66.7 13.7 

13 2 2 1 6 5 2 12 9 12 7 9 6 4 1 7 1 1 67
13 6 2 4 12 10 1 21 15 28 20 17 11 5 2 12 2 2 117

増減率(％) 0.0 -66.7 -100.0 -50.0 100.0 - -50.0 -50.0 100.0 -42.9 -40.0 -57.1 -65.0 -47.1 -45.5 -20.0 -50.0 -41.7 100.0 -50.0 -100.0 -42.7 

19 7 5 2 3 3 1 5 3 2 1 1 2 3 1 2 45
21 5 1 3 1 4 4 1 4 3 2 2 2 2 1 42

増減率(％) -9.5 40.0 400.0 -100.0 - 100.0 -25.0 -25.0 0.0 25.0 0.0 0.0 -50.0 100.0 - 0.0 - 50.0 - 100.0 100.0 7.1 

5 3 2 1 1 1 6 6 3 18
11 5 3 1 1 1 1 3 3 4 4 1 25

増減率(％) -54.5 -40.0 -33.3 0.0 - -100.0 -100.0 -100.0 - -66.7 -66.7 - - 50.0 50.0 - - - - - 200.0 -28.0 

11 3 4 4 1 16
1 3 2 1 1 5 1 10

増減率(％) -100.0 - - - - - 266.7 50.0 - 300.0 300.0 - - - - - - -80.0 - -100.0 - 60.0 

11 5 2 3 1 6 6 15 13 15 8 2 2 1 8 63
11 4 1 3 1 12 10 11 8 14 10 2 2 1 6 1 62

増減率(％) 0.0 25.0 100.0 0.0 0.0 - -50.0 -40.0 - 36.4 62.5 7.1 -20.0 0.0 0.0 0.0 - 33.3 - - -100.0 1.6 

23 12 4 8 2 13 12 14 5 11 9 8 6 7 4 1 3 95
10 4 3 1 9 8 7 7 15 8 3 3 3 1 4 2 4 59

（注１） 上記表の上段は令和5年確定値　下段は前年確定値、（注２） データは労働者死傷病報告による死亡及び休業４日以上の災害。

　　※　下記グラフの項目の「2023」は令和5年確定値、「2022」は前年確定値

上記以外

墜落・転落

令和5年 事故の型別・死傷災害発生状況 （確定値）
業種別・事故の型別
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